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建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

図面リスト・特記仕様書-1

広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号

C-01

1

号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1 2024年 6月 24日

金　晋瑛
山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

山口県下関市豊前田町三丁目３-１

一般特記事項 公共建築改修工事標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書

項  目番号章 特 記 事 項 項  目 特 記 事 項章 番号

e.道路幅員 :

d.防火地域 :

c.用途地域 :

b.敷地面積 :

a.工事場所 :

1.敷地概要

Ⅰ.工事概要

b.工事種別 :

a.主要用途 :

2.建物概要

Ⅱ.工事細目表(固定資産整理区分表)

単位･数量

Ⅰ.工事概要

Ⅲ.撤去内訳書

Ⅳ.一般特記事項

1.本特記仕様書の構成

Ⅳ.一般特記事項

Ⅱ.工事細目表(固定資産整理区分表)

仮設工事

防水改修工事

外壁改修工事

建具改修工事

内装改修工事

塗装改修工事

耐震改修工事

環境配慮改修工事

〇

〇

一般共通事項●

●

公共建築工事標準仕様書公共建築改修工事標準仕様書

2.適用図書類

名 称 制定機関 改定年月

1
章

一
般
共
通
事
項

1
章

一
般
共
通
事
項

用語の定義

官公署その他へ

の届出手続等

施工計画書

疑義に対する

協議等

8.耐震改修工事

1.一般共通事項

2.仮設工事

3.防水改修工事

4.外壁改修工事

5.建具改修工事

6.内装改修工事

7.塗装改修工事

項目工種

｢公共建築改修工事標準仕様書｣

・スタッドコネクタ施工要領書

・建方計画要領書

・高力ボルト接合施工要領書

・現場溶接施工要領書

・デッキプレート施工要領書

現場施工要領書(下記含む)

工場製作要領書(下記含む)

・超音波検査要領書

・製品検査要領書

・溶接工技量付加試験要領書

〇

総合仮設計画書

総合施工計画書

〇

〇

〇

防水工事施工計画書

外壁改修工事施工計画書

建具工事施工計画書

内装工事施工計画書

塗装工事施工計画書

10.撤去工事

項目工種

〇

撤去工事施工計画書

〇

項目工種

9.環境配慮改修工事 〇

〇

アスベスト含有建材調査計画書

アスベスト含有建材撤去施工計画書

・溶接工技量付加試験要領書

項目工種

  ｢公共建築工事標準仕様書｣

11.通信関連工事 〇

〇

〇12.水防改修工事 水防工事施工計画書

〇

〇

〇

油タンク撤去工事施工計画書

煙突撤去工事施工計画書

外構撤去工事施工計画書

とする。

社団法人 公共建築協会

社団法人 公共建築協会

社団法人 公共建築協会

平成25年 3月

建築工事標準仕様書 追補版

公共建築工事標準仕様書

指示による。

1節 　 一般事項 2節 　 工事関係図書

●1.1.2

●1.1.3

1.1.8

●1.1.1 ●1.2.2(4)優先順位は下記のとおりとする。

(ｱ)質問回答書

(ｲ)現場説明書

(ｳ)特記仕様書

(ｴ)図面(設計図)

(ｵ)建築改修工事標準仕様書 追補版

(ｶ)公共建築改修工事標準仕様書

(1)工事の着手、施工、完成にあたり、関係官公署その他の関係機関へ

(ｱ)｢監督職員｣とは契約書に規定する監理者をいう。

Ⅲ.撤去内訳書

鉄筋工事施工計画書･要領書

(3)提出を要する工種別の施工計画書･要領書は下記による他、監理者の

1章

2章

3章

4章

5章

6章

7章

8章

9章

本工事に適用する図書類及び他、法令･規格･建築学会諸規準･土木学会示方書等、契約時の最新版

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 工事写真 の撮り方 建築編

国土交通大臣官房官庁営繕部監修 建築工事標準詳細図

建築物解体工事共通仕様書･同解説

3.仕様書の適用

c.適用する章の記載されていない項目は適用図書類の該当各項を適用する。

b.該当各項で、特記仕様書の内容が適用図書類と異なる部分については、本特記仕様書を適用する。

d.特記事項欄に●〇のある場合は、●を適用し、〇は適用しない。

a.本工事では、この特記仕様書の項目欄の該当各項及び適用図書類の該当各項を適用する。

図 面 リ ス ト

細分名細目名種目名設備名

数量単位呼称細    分細    目

準防火地域

〇

●

●

●

●

●

令和4年 5月

〇

〇

〇

〇

〇 左官工事施工計画書

コンクリート工事施工計画書･要領書

コンクリート工事施工計画書･要領書

左官工事施工計画書

(コンクリート調合計画書含む)

(コンクリート調合計画書含む)

図面リスト・特記仕様書-1

特記仕様書-2

特記仕様書-3

Ｃ－０２

Ｃ－０３

Ｃ－０１

●

本特記仕様書は、改修･模様替等の工事に適用する。

文化・交流・公共施設

商業地域

前面：25.0ｍ

7,841.05 ㎡

c.面  積 　:

機械器具設置工事業（昇降機）

d.構造･規模:

建築面積 6,971.23㎡　　延床面積 31,337.46㎡

S造、SRC造 -1+10

別契約の関連

工事 本工事期間中の別途工事との取合い等、本建築工事の請負者が主体的

分調整を行うこととする。

なお、分離発注工事等がある場合は、統括安全衛生管理業務における

責任者は、本建築工事の請負者にて選任することとする。

分離発注工事は下記による。

出する。必要な官公署その他への手続きは請負者にて遅滞なく行い、

これに要する一切の費用は請負者の負担とする。給水加入金、排水

負担金、湧水処理料等の費用も含む。

(4)本工事着工後、速やかに官公署手続き提出予定一覧表を監理者に提

(5)通信施設構内埋設確認の協議の実施は下記による。

(1)別契約(分離発注含む)の工事は下記による。

〇電気設備 昇降設備

〇 〇 〇 〇通信設備 電力設備

要〇

工計画書等の作成に際し、関連工事との取合い･納まり等について十

に調整会議を開き、調整･協議を図ることとする。また、施工図･施

否

什器音響設備

●

1.1.7

〇 衛生設備〇 空調設備

の必要な届出手続等を遅滞なく行う。

〇

●

〇

〇

済みとする。工事請負契約締結後に疑義が発見された場合、原則請負

代金の増額及び工期変更は行わないこととするが、請負者の責めに帰

さない場合は協議による。

(5)設計図における疑義は工事請負契約締結前に質問回答書をもって確認

工事の一時中止

に係る事項

構内掘削時に埋設物が発見された場合等の想定外の事象が発生した場合

は工事を一時中止し、速やかに監理者に報告する。

1.1.9●

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ,ALCﾊﾟﾈﾙ,押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事

金属工事

排水工事

舗装工事

〇

〇

〇

ユニット及びその他の工事

8章

14章

20章

21章

22章

●

〇

植栽及び屋上緑化工事〇 23章

● 28章 エレベーター工事

コンクリート工事6章〇

7章 鉄骨工事●

  ｢建築改修工事標準仕様書 追補版｣

〇21.排水工事

22.舗装工事 舗装工事施工計画書

排水工事施工計画書

金属工事施工計画書14.金属工事 〇

〇23.植栽及び屋上緑化工事 植栽及び屋上緑化工事施工計画書

28.エレベーター工事 エレベーター工事施工計画書●

〇

〇

工場製作要領書

現場施工要領書

●

●

6.ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

7.鉄骨工事

撤去工事10章●

Ⅴ.特記事項(●のついた章を適用し、〇のついた章は該当工程が無ければ適用しない。)

特記仕様書-4Ｃ－０４

Ｃ－０５

Ｄ－０２

Ｄ－０１ 工事概要表・配置図・案内図・記号・略号

1・2・3階平面図

特記仕様書-5

4・5階平面図

エレベータ据付図（仕様欄・1F昇降路平面図）

Ｄ－０３

Ｄ－０４

Ｄ－０５

Ｄ－０６

Ｄ－０７

Ｄ－０８

Ｄ－０９

Ｄ－１０

Ｄ－１１

エレベータ据付図（2～5F昇降路平面図）

かご室意匠図

かご集合意匠図

エレベータ撤去図（昇降路撤去図・機械室撤去図・出入口撤去図）

エレベータ据付図（昇降路縦断面図・出入口正面図）・乗場集合意匠図

〇

●
エレベータ据付図（機械室平面図）・カメラ姿図・カメラ用電源姿図

エレベータ撤去図（昇降路縦断面撤去図）・レール支持柱受補強図

工程

※昇降機設備建築確認申請及び完了検査

一般事項

令和4年 5月

令和4年 5月

建築材料等評価名簿 令和元年版
国土交通大臣官房官庁営繕部監修 建築材料･設備機材等品質性能評価事業

社団法人 公共建築協会

社団法人 公共建築協会

社団法人 公共建築協会

財団法人 建築保全センター

財団法人 建築保全センター

財団法人 建築保全センター

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編)

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編)

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編)

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築工事標準仕様書(建築工事編)

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 建築物解体工事共通仕様書･同解説

社団法人 公共建築協会

平成4年版

平成4年版

平成4年版

平成4年版

平成4年版

平成4年版

平成4年版

平成4年版

令和4年 5月

令和4年 5月

令和4年 5月

令和4年 5月

令和4年 5月

令和4年 5月

〇 土工事3章

e.該当事項の章毎に○の記載のあるものを適用する。

f.※の記載があるものについては、各章･各項目毎に共通適用とする。

〇その他

設計図書等

の取扱い

工事着工後工事用製本 部(工事名、工期、請負者名記入)を作成する。31.1.6

● ● ●提出先

●

発注者-1 監理者-1 防災センタ-1

※提出部数は、工事監理者の指示による。



建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号
1

号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1

金　晋瑛
特記仕様書-2 C-02

山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

公共建築改修工事標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書

項  目章 番号 特 記 事 項 項  目章 番号 特 記 事 項

監督職員事務所

既存部分の養生

仮設間仕切り

その他の資料

完成写真

資料

保全に関する

基本要求品質

防水層の試験

種別及び工程

ルーフドレン

回りの処理

〇

〇

3節    アスファルト防水

表面仕上げを保護板とする場合は下記による。

数量、位置はメーカー仕様により、監理者の確認を受ける。

設備基礎等に使用する塗膜防水のうち、アスファルト防水に重なる

部位はアスファルト系塗膜防水とする。

メーカー仕様による。

○

３
章

防
水
改
修
工
事

図等)も縮小製本に含める。

部数は監理者の指示による。

取扱説明会実施方法/水防概要図/水防設備リスト

取扱説明書/維持管理説明書/設備機器配置図/検査書

維持管理部門水防資料引継書

監理者の指示による。

る。原版の版権は撮影者に有するが、原版の使用権は建築主及び設計

者に帰属する。建築主及び設計者は撮影者の了承を必要とせずに写真

築主及び設計者の了承を必要とする。

の利用ができるものとする。なお撮影者が写真を使用する場合には建

による。

別途設ける場合は下記による。

する。(ストレーナ共)

改修ルーフドレンはメーカー仕様による。

ストレーナーはゴミ詰まり防止のため大型タイプとし、別紙メーカー

リストによる。

表面仕上げを保護板とする場合は下記による。

数量、位置はメーカー仕様により、監理者の確認を受ける。

メーカー仕様による。

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

2節  　既存防水の処理

1節  　一般事項

3節  　養生

1.8.4

〇

1.8.3

2.4.1●

2.3.2

3.1.2

〇3.1.6

〇3.2.5

3.3.3

2.3.1

(5)水防改修工事においては、水防区画調査の結果図面(平面図、立面図、

(1)提出部数は2部とする。

(3)水防改修工事の場合、取扱説明会を開催する。資料は下記により提出

(1)完成写真(カラー)はファイルに整理して提出することとし、体裁は

(2)写真は日付入りとし、現況写真と完成写真を比較できるように整理す

(3)データでの提出は下記による。

(1)引継品等の提出は下記による。

(1)監督職員事務所は受注者事務所の一部を利用することとする。

(5)受注者事務所の構内施設の利用可否は下記による。

(ｱ)工事用水 構内既存施設

(ｲ)工事用電力 構内既存施設

(1)防水の保証年限

(4)工事範囲の既設ルーフドレンは全て改修用ルーフドレンに取替えと

(2)(ｲ)M3D工法及びP0D工法

(b)脱気筒

(c)表面仕上げ

(d)アルミ水切金物

(e)設備基礎等

(3)P0DⅠ工法、M3DⅠ工法及びM4DⅠ工法

(a)種別及び工程

(b)脱気筒

(c)表面仕上げ

(d)アルミ水切金物

(a)種別及び工程

予備錠

キーボックス

水防扉用締付けハンドル

マンホール開閉用治具

〇

〇

〇

〇

〇利用できる 利用できない

●利用できる( 有償 無償) 〇利用できない

利用できる( 有償 無償) 利用できない

アスファルト防水 :10年以上

改質アスファルト防水 :10年以上

合成高分子系ルーフィングシート防水 :10年以上

塗膜防水            　　　　　　　 :10年以上

○

屋根露出防水絶縁工法(D-1同等品)

全面

○

部分(範囲は設計図による)

○

屋根露出防水絶縁断熱工法(DⅠ-1同等品)

○

全面

部分(範囲は設計図による)

○

○

○

(6)工事期間中における工事用水･工事用電力は下記による。

家屋調査

調査範囲:

｢本特記仕様書｣1.1.3により提出した書類及び一覧表を提出すること。

報告書  :各戸別に2部作成のうえ1部は対象家屋、1部は請負者が保管する。

〇

(2)官公署提出書類等

(3)証明書類の提出は下記による。

家屋調査:

〇建物滅失証明書

調査内容:

要〇

〇内外観目視調査 〇傾斜測定調査 〇水平測定調査

否〇

敷地の状況確認 (1)工事の着手に先立ち、敷地の現況について本設計図と照合のうえ、

及び桟橋等は下記による。

細部調査を行い、その記録を速やかに監理者に提出する。

行い、分析結果を監理者に報告する。監理者からの指示があるまで

作業(アンカー穿孔も含む)を行ってはならない。

2.2.1 (2)外部足場

(ｹ)改修工事において、事前に外壁仕上塗材等のアスベスト含有調査を

〇電波障害測定〇地下埋設物 〇地上架線図

〇周辺騒音レベル 〇土壌汚染調査

2.7m 1.8m〇 m〇 〇3.0m(交通量の多い場所等)

撤去･模様替･増築工事等の場合で、既存建造物に設置する足場

(ｴ)足場内侵入防止措置の高さは下記による。

要

公共建築改修工事標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書

項  目章 番号 特 記 事 項 項  目章 番号 特 記 事 項

1
章

一
般
共
通
事
項

工事の記録

電気保安技術者

施工条件

支給品

技能士

施工

施工数量調査

破壊部分の補修

調査のための

完成時の提出

図書

伴なう試験

施工の検査等に

NTTファシリティーズ製品は支給品とし、設置は本工事とする。

品目:

数量:

(c)地中埋設標の設置要否は下記による。

水防区画調査は｢本特記仕様書｣12.2による。

技能士は本工事の全ての職種及び作業種別に適用する。

○

3節 　 工事現場管理

8節  　完成図等

5節 　 施工調査

4節 　 材料

6節 　 施工

サイズ:サービス版  箇所数:

調査対象は、1972年(昭和47年)以前に製造されたポリサルファ

イド系シーリング材とし、調査方法は｢建築改修工事監理指針｣

1.3.12(b)(10)による。

ものは下記による。

施工数量調査で、既存部分の破壊を行った場合の補修方法は、監理者

の指示による。

1.3.3

1.2.4

〇1.5.2

〇1.5.3

〇1.6.1

1.6.2

〇1.6.6

1.8.1

〇1.4.7

(7)工事記録写真の撮影方法等は下記による。

(ｱ)現況写真(カラー)

(ｲ)(a)工事報告用写真(カラー)

(b)主要工程の隠蔽部についても撮影することとし、撮影箇所及び

(1)電気保安技術者の適用の要否は下記による。

(ｳ)発生材のうち現場において再利用を図るもの及び再資源化を図る

(ｷ)(a)PCB含有シーリング材の分析調査は下記による。

施工検査に伴う試験は下記による。

ただし、軽微なものは監理者との協議による。

要

○

○施工試験方法:

要〇

引渡しの時期･場所･方法･保管方法は監理者の指示による。

否〇

施工部位  　:

〇否

(4)その他の施工条件は下記による。1.3.5

施工中の安全

確保

建築関連工事請負者も含めた現場全体の安全･防災を統括的に管理する。

統括安全衛生責任者は、工事の安全･防災管理を合理的に行うために各

1.3.7

また、副統括安全衛生責任者は、電気設備の安全管理･指導を行う。

・統括安全衛生責任者(正･副)を現場代理人が兼任し、下記の管理を行う。

〇行う

〇行わない

(1)提出図書適用の要否は下記による。

（ｱ）完成図提出

（ｲ）保全に関する資料提出

（ｳ）完成写真提出

（ｴ）その他の資料提出

要●

○要

要

要

否〇

否●

否

否〇

・部数  　:

・提出  　:

要・各施工図と完成図の合本 :

・サイズ  :

要 否

〇原図サイズ

〇否

（3）施工図の提出は下記とし、表紙･背表紙には監理者の指示により文字

を印字する。

否〇

●

●

●

〇●

A3縮小

●

●

〇

〇

●

●

●

●

〇

〇 ●

〇 ● 〇

●〇

〇

による。産業廃棄物は｢廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣に

報告書に整理し保管すること。

処理方法:管理表(マニュフェスト)により管理し、工事完了後は、

(ｲ) 発生材のうち、特別管理産業廃棄物の有無及び処理方法は下記

〇

に基づき処分する。

有

〇無

保管方法等:

(2)(ｱ) 発生材のうち、発注者に引渡しを要するものは下記による。

○PCB含有シーリング材

○PCB含有塗膜屑

○撤去品

品目 :

数量 :

●

サイズ:サービス版  箇所数:　8

特に指定する箇所は する。昇降機内部・外部

(4)材料、撤去材の運搬方法は指定しない。

● (1)工事範囲にバリケードフェンスH1.8mにより区画を行うこと。

〇

○

○

○

２
章

仮
設
工
事

〇 ●

〇

部

〇

(c)ファイルに整理して提出することとし、体裁は監理者の指示による。

3ヵ所  部数:3部

写真撮影箇所：ＥＶホール４階、かご内2ヵ所

箇所数は下記に加え監理者の指示による。

サイズ:サービス版  部数:3部

ヵ所  部数:3部

●

●1.8.2 完成図

●

(2)（ｱ）完成図の作成は原設計（設計変更含む）のCADデータを修正する

背張製本を行い、表紙・背表紙には文字を印字する。

表紙色、文字、文字色は監理者の指示による。

（ｳ）完成図のCADデータ(DXFまたはDWG形式)及びPDFデータ(各形式)

の提出は下記により、監理者に提出する。

完成図のCADデータ・PDFデータをメール又はCD-Rで提出する。

（ｲ）完成図の製本は下記による。

　ものとし、原設計（設計変更含む）のCADデータを貸与する。

○AutoCAD 

提出部数： 部

製本要否： 否要

要提出要否： 否

〇

〇●

〇JWCAD〇DRA-CAD

●

●DXFファイル

※ ・

適用しない

(ｻ)手すり先行据置型の適用は下記による。

(ｼ)足場組立解体作業の手順毎に写真を撮り記録に残すこと。

適用する

ついては、監理者との協議を行い承認を受ける。

○支給品受入時期は下記による。

●機器搬入時期については下記によるものとし、詳細な日程

1.8.5

1.8.6

2.1.4

1節  　共通事項

2節  　足場等

足場等

外壁調査は｢本特記仕様書｣4.9による。

適用は｢建築改修工事標準仕様書 追補版(建築工事編)｣3.1.6による。

(1)防水層の施工完了後、屋上面にて水張り試験を行う。実施方法及び

(ｺ)張出足場は原則として使用しないこと。真にやむを得ない事由で

〇・書式  　: バラ

製本の場合、表紙、背表紙に文字を印字すること。

製本

〇種類

張出足場を使用する場合は、事前に監理者と協議すること。

(3)内部足場

(1)搬入動線、工事範囲は床養生を行うこと。

〇

(g)工事報告及び工事写真は、工事期間中下記により監理者まで提出する。

・その他の記録写真は、印刷ファイル綴じ提出とする。

・工事写真の撮り方(改訂2版)に準拠する。

(普通作業員等配置による記録)

(後から任意で作業手順の確認ができることを目的とする。

作業手順の指示は職長によるものとする。)

工事監理者の指示による。

全体工程表

月間工程表

週間(部分)工程表

工事出来高報告書

工程報告書写真

作業員出勤

材料入荷予定表

着工前、毎月末

毎月末

毎週

毎月末

毎月末

毎月末

毎月末

サービス版

種別 時期 箇所 部数

3部

1部

3部

3部

3部

2部

2部

4

必要箇所

※上記工事記録の種別･時期･箇所･部数については、

※足場組立･解体時に足場の各面、各段毎の記録を残すこと。

(a)提出図書適用の要否は下記による。

(6)残存図及び残存部施工前後写真を含む残存報告書

※ 要〇 〇否

発生材の処理等〇1.3.12

1.3.11 発生材の処理等

所定の報告書を完成検査時に監理者へ提出する。

(b)(1)発生材のうち、発注者に引渡しを要するものは下記による。

(4)排出事業者として保管対象のマニフェストの写し及び

〇有 処理方法は廃棄物処理法に基づき適正に処理する。

〇無

(2)発生材のうち、再利用･再生資源化を図るものは下記による。

発生材のうち、特別管理産業廃棄物の有無及び処理方法は下記による。

●

足場組立･解体時の足場内側(建物側)に親網を設置すること。

工事報告写真 2部

2024年 6月 24日



建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号
1

号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1 2024年 6月 24日

金　晋瑛
特記仕様書-3 C-03

山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

公共建築改修工事標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書

項  目章 番号 特 記 事 項 項  目章 番号 特 記 事 項

種別及び工程

種別及び工程

施工

種別及び工程

材料

材料

材料

工法

設備基礎等に使用する塗膜防水のうち、アスファルト防水に重なる

部位はアスファルト系塗膜防水とする。

5節    合成高分子系ルーフィングシート防水

4節    改質アスファルトシート防水

表面仕上げを保護板とする場合は下記による。

数量、位置はメーカー仕様により、監理者の確認を受ける。

6節    塗膜防水

数量、位置はメーカー仕様により、監理者の確認を受ける。

表面仕上げを粗面仕上げとする場合は下記による。

7節    シーリング

(b)シーリング材の種類は下記による。

8節    とい

改修用ルーフドレンは｢本特記仕様書｣3.2.5による。

表面仕上げを粗面仕上げとする場合は下記による。

数量、位置はメーカー仕様により、監理者の確認を受ける。

水防改修工事におけるケーブル室の防水に適用する。

メーカー仕様による。

(c)とい受金物はステンレス製とする。

9節    アルミニウム製笠木

○

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

   仕様による。

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

改質アスファルトシート防水を用いて施工する塗膜防水に適用する。

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

　保護層付とし仕様は設計図による。

  　通信機器収容室内ではシロキサンガスの発生の恐れがあるシリ

  　コン系シーリングは使用しないこと。

　 オープン形式とし設計図及び別紙メーカーリストによる。

　 その他の形式とする場合は下記による。

防水層に屋根用塗膜防水材(ウレタンゴム系)及び通気緩衝シートに

アルマイト仕上げとする。

〇3.5.3

〇3.5.4

3.6.3

3.4.3

〇3.8.2

〇3.9.2

〇3.9.3

3.7.2

(e)設備基礎等

(ｲ)M3AS工法及びP0AS工法

(a)種別及び工程

(b)脱気筒

(c)表面仕上げ

(d)アルミ水切金物

(1)P0S工法、P0SI工法及びS4S工法、S4SI工法

(ｱ)種別及び工程

(6)(ｲ)機械的固定工法

(a)建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法は、メーカー

(1)P0X工法及びL4X工法

(a)種別及び工程

(b)脱気筒

(c)表面仕上げ

(a)種別及び工程

(3)複合ウレタン系塗膜防水

(a)種別及び工程

(b)脱気筒

(c)表面仕上げ

(4)ポリマーセメント系塗膜防水

  　使用箇所は設計図による。

(1)といその他の材種等は下記による。

(2)ルーフドレン

(3)アルミニウム製笠木の主な構成部材による種類は下記による。

(4)表面処理

屋根露出防水絶縁工法(AS-T3(トーチ工法)同等品)

屋根露出防水絶縁工法(AS-J1(常温粘着工法)同等品)

全面

部分(範囲は設計図による)

〇

〇

塩化ビニル樹脂系(S-F2(接着工法)同等品)

塩化ビニル樹脂系(S-M2(機械的固定工法)同等品)

ウレタンゴム系塗膜防水(X-1(絶縁工法)同等品)

ウレタンゴム系塗膜防水(X-2(密着工法)同等品)

〇

〇

全面

部分(範囲は設計図による)

〇

〇

〇

〇

〇

全面

部分(範囲は設計図による)

〇

〇

下階に水防対象室が無い場合。

施工箇所:ケーブル室側壁面(水圧側)　PA-1仕様

施工箇所:隣接水防対象室側壁面(背圧側)　PB-1仕様

〇

〇

下階に水防対象室が有る場合。

施工箇所:ケーブル室内(水圧側)　PA-3仕様

〇

〇

〇

〇

〇配管用鋼管(白) 〇VP 〇ステンレス 〇アルミ

ゴムアスファルト系塗膜防水(Y-2 屋内防水)

(2)P1Y工法及びP2Y工法

押え金物の留付間隔については風圧力計算を行い定めること。

表面仕上げを保護板とする場合は下記による。

メーカー仕様による。

設備基礎等に使用する塗膜防水のうち、改質アスファルトシート

防水に重なる部位はアスファルト系塗膜防水とする。

数量、位置はメーカー仕様により、監理者の確認を受ける。

設備基礎等に使用する塗膜防水のうち、改質アスファルトシート

防水に重なる部位はアスファルト系塗膜防水とする。

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

(e)設備基礎等

(ｳ)M3ASⅠ工法、M4ASⅠ工法及びP0ASⅠ工法

(a)種別及び工程

(b)脱気筒

(c)表面仕上げ

(d)アルミ水切金物

(e)設備基礎等

屋根露出防水絶縁断熱工法(ASⅠ-T1(トーチ工法)同等品)

屋根露出防水絶縁断熱工法(ASⅠ-J1(常温粘着工法)同等品)

全面

部分(範囲は設計図による)

〇

〇

〇

〇

メーカー仕様による。

公共建築改修工事標準仕様書

項  目 特 記 事 項章 番号 項  目章 番号 特 記 事 項

○

○

(5)ケイ酸質系浸透性塗布防水

エレベーターピットに適用する。

●

品名、メーカーは下記同等品とする。

（株）昭和電工建材　セレガードDS

防
水
改
修
工
事

３
章

６
章

内
装
改
修
工
事

○6.6.4

○6.7.3

○6.8.2

○6.9.3

○6.10.3

○6.1.5

○6.23.1

○6.22.2

○6.22.1

○6.21.3

○6.20.3

○6.18.1

○6.16.4

○6.16.3

○6.14.2

有害物質を含む

材料処理

工法

形式及び寸法

工法

材料

材料

工法

材料

材料

セメントモルタ

ルによる陶磁器

質タイル張り

接着剤による

陶磁器質タイル

張り

適用範囲

材料

材料

適用範囲

材料

無機質系塗床材

１節    一般事項

６節    軽量鉄骨天井下地

７節    軽量鉄骨壁下地

２節    既存床の撤去及び下地補修

(ｃ)改修後の床の清掃範囲は改修対象室の全面とする。

(ａ)(１)既存の埋め込みインサートを再利用する場合は引き抜き試験を

　　　　行う。

(ａ)スタッド、ランナーの種類は、｢公共建築改修工事標準仕様書｣

　　表6.7.1による。

(ｃ)ガス系消火システムを使用する室に設置する壁のスタッドの間隔は

Pa

８節    ビニル床シート，ビニル床タイル及びゴム床タイル張り

(ａ)ビニル床シートは下記による。

(ｂ)ビニル床タイルは下記による。

　品名及びメーカーは別紙メーカーリストによる。

(ｃ)(１)帯電防止床シート・タイルは下記による。

(ｄ)ビニル巾木の高さは下記とする。

(ｈ)補修部分の仕上げは既存にならう。

９節    カーペット敷き

１０節    合成樹脂塗床

(ｂ)(１)弾性ウレタン樹脂系塗床

　　品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

(ｄ)タイルカーペット

　は別紙メーカーリストによる。

(ｂ)(２)エポキシ樹脂系塗床

(ⅰ)工法及び仕上の種類は下記による。

　　品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

(ⅰ)仕上の種類は下記により、工程はメーカー仕様による。

１３節    せっこうボード、その他ボード及び合板張り

　　一般壁(仕上)　　　　　　：12.5mm

天井下地材・一般壁(下地)の9.5mm(不燃)の使用箇所は設計図に

よる他、通信機器収容室、情報処理機器室、オペレーション室、

ファイル保管室とする。

　　なおスタッドの高さが5,000mmを超える場合は設計図による。

｢本特記仕様書｣9.1.1及び10.5.1により調査を行い、結果を監理者に報告

のうえ適切に処理する。

　　確認結果を監理者に提出する。

　　　仕上：〇平滑仕上げ　〇防滑仕上げ　〇つや消し仕上げ

　　　工法：〇薄膜流し展べ工法　　〇厚膜流し展べ工法

　　　仕上：〇平滑仕上げ　　〇防滑仕上げ

(ａ)せっこうボード、その他のボード類の種類、厚さ等は下記による。

　　300mm程度(スタッド高さが5,000mm以下の場合)とし、耐圧強度の

　　なお、耐圧強度は下記による。

○せっこうボード

○品名及びメーカーは別紙メーカーリストによる。

○通信機器収容室等に使用するタイルカーペットの品名及びメーカー

○品名及びメーカーは別紙メーカーリストによる。

○高さ：〇60mm　〇100mm

○品名及びメーカーは別紙メーカーリストによる。

○品名及びメーカーは別紙メーカーリストによる。

○通信機器収容室等に使用する床シートはリノリウム床シートとし、

○品名及びメーカーは別紙メーカーリストによる。

○

１４節    壁紙張り

施工箇所 その他防火性能種類

(ａ)品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

１６節    タイル張り

その他施工箇所 吸水率 役物形状 寸法

(ｂ)(１)(ⅰ)タイルの仕様は下記による。

(ｂ)(１)(ⅰ)タイルの仕様は下記による。

〇紙系

〇繊維系

〇塩化ビニル樹脂系

〇プラスチック系

〇無機質系

〇 〇 〇 〇Ⅰ種

〇Ⅱ種

〇Ⅲ種

〇有

〇無

〇

　　耐火間仕切壁（旧2時間相当）：21.0mm　両面二重張り

　　耐火壁（旧2時間相当） 　：12.0mm 両面二重張り

　　軒裏天井　　　 　　　 　： 6.0mm

通信機器収容室内のコンクリート躯体の補修や無収縮グラウト材として

(ａ)断熱に使用する床シート及び床下地シートは別紙メーカーリストに

　　よる。

(ａ)断熱材の仕様・厚さは下記による。

２２節    耐震天井

(ｂ)仕上塗装はメーカー仕様とし、適用は下記による。

予備発動発電機室に使用する塗床材は不燃材とする。

２３節    その他

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

主材料等はメーカーの指定する材料とし、メーカーは別紙メーカーリスト

による。

この節は、改修工事における屋内及び屋外の軽量鉄骨天井下地(天井脱落

防止を目的とし、以下、耐震天井という。)を新設する場合に適用する。

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

厚さ：　　　　mm

用いる水を使用しないモルタル塗りに適用する。

仕上：〇吹付　　〇コテ押え

塗装：〇有　　　〇無

〇 〇〇不燃

１８節    特殊モルタル塗り（追補版）

２０節    通信機器収容室等のスラブ上面の断熱工事（追補版）

２１節    通信機器収容室等のスラブ下面の断熱工事（追補版）

○強化せっこうボード

○けい酸カルシウム板

○岩綿吸音板　　　　　　 　　：12.0mm

○

品名、メーカーは別紙メーカーリストによる。

●6.2.2

●6.13.2

公共建築改修工事標準仕様書

○

  表3.7.1による

工法

〇

(1)既存のといその他の撤去及び降雨等に対する養生方法は下記による。

(1)既存笠木等の撤去及び新規アルミニウム製笠木の下地補修の工法は

(2)笠木の取付方法(板材折曲げ形)は下記による。

(ｱ)笠木本体の表面処理は下記による。

   下記による。

〇3.8.3

(b)保護層の適用は下記による。

設計図による〇 〇

〇監理者の指示による

メーカー仕様による

メーカーは仕様による

設計図による

○

○

○

○

設計図による○ ○

　　一般壁(下地)　　　　　　： 〇9.5mm　〇9.5mm(不燃)

　　天井下地材　　　　　　　： 〇9.5mm　〇9.5mm(不燃)

やむを得ず、上記以外を使用する場合には、監理者と協議を行うこと。

　 笠木幅は各部パラペット天端幅+40mm程度とし、メーカー協議の上

　 決定とする。
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図面番号 区分

広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号
1

号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1 2024年 6月 24日

金　晋瑛
特記仕様書-4 C-04

山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

撤去範囲

工事の記録

撤去計画

撤去工法と

撤去機械

撤去作業

火気使用上の

注意

あと片付け

その他

適用範囲

(a)撤去範囲は設計図による。なお、設計図において明確でない部分や

地盤面以下に残置する建物の一部等は設計図によるものとし、工事に

その他必要資料を添付すること。

既存建物等の撤去については、｢建築物の解体工事における外壁の崩落

等による公衆災害防止対策に関するガイドライン｣(国土交通省平成15年

オイルタンク、オイルサービスタンク、機器類、配管等に残油がない

ことを確認し燃料を土壌に流出させないように注意する。

撤去方法及び躯体の補強方法について、撤去工事施工計画書を作成する。

塵あい等の発生が少なく、安全性の高いものを選定する。

(2)撤去解体に伴う塵あいの発生を防止するため、必要に応じて場内に

(3)塵あいから作業員を保護するため、場内には適切な換気設備及び

火気については十分注意し、下記により火災の防止に努める。

(1)内部造作材及び付帯設備の撤去作業には、原則として火気の使用

(2)火気を使用した箇所は、作業後広範囲にわたり点検し残り火による

(3)撤去材は、現場内で焼却してはならない。

(4)火気使用後2時間後に残火確認を行うこと。

(b)埋戻しをする場合は｢公共建築工事標準仕様書(建築工事編)｣3.2に

(c)撤去工事完了後、必要により周辺関係者及び当該建物の建物管理

(1)地中部分の撤去完了後、盛土及び整地を行う前に、監理者立会いの

(1)道路に面した部分の撤去にあたっては、歩行者及び通行車両等の

2節　　工事関係図書

3節　　工事現場管理

4節　　建設廃棄物の処理

(a)内装工事の撤去については、｢公共建築改修工事標準仕様書｣6.2～

   6.4及び｢建築物解体工事共通仕様書｣3.5による他、本章による。

   土地の保全、近隣及び残置建物で使用している工作物等は、事前に

   監理者と協議する。

   撤去工程で不明配管または残置配管や配線類が発見された場合、

   安全を確保するため、道路側に必要かつ適切な安全設備を施す。

   散水設備を設置し散水する。

   防塵マスク等を準備する。

(4)場内は、常に整理及び片付けを行う。なお、危険な部分には表示を

   火災予防措置を確実に行う。

   それらを損傷しないように行う。

   転落の恐れがある場所にはロープまたは手摺り等を設置する。

   より後続作業に支障がないようにする。

   責任者に対し、撤去工事完了を通知し必要な挨拶等を行い、後続

   工事に支障がないように処理する。

   上、200㎡に1ヶ所の試掘等により、地中部分に撤去材等の残存がな

   いことを確認する。深さ、範囲は監理者の指示による。

(2)建物撤去工事(延べ面積80㎡以上)の撤去材については、必ず台貫計

   量を行い、計量伝票を監理者へ提出する。

(b)撤去対象物以外の地中障害物が発見された場合には、直ちに監理者

   へ報告する。

   行い、ロープまたは手摺りで区画し安全を確保する。

   を禁止する。ただし、通信機器収容室内及びこれに接する場所以外

   でやむを得ず火気を使用するときは計画書を作成し、監理者の承諾

   を受けた上で実施する。

  　撤去する。

(a)撤去完了後は後片付けを十分行う。必要により危険表示を行い、

10.1.2

10.2.1

10.3.2

10.3.3

10.3.6

10.3.7

10.4.1

10.3.5

   速やかに調査･確認の上、監理者に報告し指示を仰ぐこと。

あたってはそれらの種別･位置･大きさ･深さなどを記録した報告書を

作成し提出する。

報告書には、掘削範囲図、残置物配置図、残置物写真、撤去底の写真、

7月3日国住防 第4号)に基づき、内装材、地上部分、土間、基礎部分の

撤去工法及び使用する機械器具は当該撤去に適したもので、騒音･振動･

(b)左官仕上げ･タイル･吹付け仕上等の撤去で、既設仕上げと取合せ

  　になる部分は、既設仕上げに浮き等の影響を及ばさないように

(a)鉄筋･鉄骨･防水層等既存部分に接続を行う部分のはつり出しは、

特 記 事 項章特 記 事 項章 項  目番号項  目番号

適用範囲

安全対策と仮設 ｢本特記仕様書｣2章 仮設工事、｢建築物解体工事共通仕様書｣1.3及び

下記により適切な安全対策と仮設設備を施す。

1節 　 一般事項

10.1.1

10.3.4

｢建築工事共通仕様書 追補版(安全･品質管理編)｣の該当各項による他、

●

●

●

●

●

●

●

●

●

整理品

特別管理産業

廃棄物の処分等

整理品売却調書に示す整理品は、請負者が買い取る。整理品は、撤去後

(c)調査方法

   ｢低濃度PCB含有廃棄物に関する測定方法｣(第3版)(環境省)

   第2章8塗膜くず(含有量試験)に基づき実施する。

   質量分析計を使用する。

   ｢産業廃棄物の検定方法に係る分析操作マニュアル｣(環境省

   H25年5月)に基づき実施する。

   安衛法、特化則に基づき実施する。

(d)処理方法

種    別 呼    称 単位呼称

整理品売却調書

5節　　特別管理産業廃棄物の処分等

   含有する場合は｢労働安全衛生法(安衛法)｣、｢特定化学物質障害予防

   しては、事前調査を実施し、書面で監理者に報告する。

   規則(特化則)｣、｢PCB特別措置法｣、｢鉛中毒予防規則｣及び関連法規

   等に基づき対処方法を行政、監理者と協議し、適切に処理する。

   事前に有害物質調査を実施し、労働者の健康障害を防止する措置を

   講ずる。(安衛法第57条3、特化則第1条)

(1)PCBの試験方法

(2)鉛の試験方法

(3)クロムの試験方法

   監理者と協議の上、安衛法及び関連法規等に基づき適切に処理し、

   監理者に書面で報告する。

数量

〇10.4.2

10.5.1

または売却費に含む。

速やかに場外に搬出する。また運搬･保管･返納等に要する費用は、請負費

(a)工事範囲内にあるPCB･鉛･クロム含有の可能性がある塗料撤去に際

○

項  目 特 記 事 項番号章

(b)調査対象

〇

○

撤
去
工
事

10
章

特 記 事 項項  目番号章

公共建築改修工事標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書 公共建築改修工事標準仕様書

この章は、改修等に伴う部分撤去の工事に適用する。

一般事項

処理等

発生材の

撤去解体に伴う塵埃の発生を防止するため、場内に散水設備を設置し、

必要に応じて散水する。なお排水についても十分考慮する。

場内は、常に整理及び片付けを行う。なお危険な部分には表示を行い、

(a)給排水設備 

(b)ガス設備 

(c)火災報知設備

(d)下水道

(e)電気設備

(1)発生材のうち、発注者に引き渡しを要するものは下記による。

発生材のうち、特別産業廃棄物の有無及び処理方法は下記による。

(2)発生材のうち、現場において再利用及び再資源化を図るものは

を確保するため、道路側に必要かつ適切な安全設備を施す。

道路に面した部分の撤去にあたっては、歩行者及び通行車両等の安全

ク等を準備する。

塵埃から作業員を保護するため、場内には適当な換気設備及び防塵マス

　 下記による。

(5)工事により発生した建設廃材は、その収集から最終処理までを地方

　 自治体認定の業者等に委託し適性に処理すること。

※変圧器の廃業は金属くず、廃油の最終処理が確認できる事とする。

給水設備については、休止届けを水道局に提出する。

敷地内の給排水枡は、全て撤去する。

メーターをガス会社に返納する。

消防署に消防用設備廃止届を提出する。

公共枡は現状のまま残置とする。

埋設配管等を撤去し下水道課へ休止届を提出する。

メーターを中国電力に返納する。

ロープまたは手摺りで区画し安全を確保する。

　ること。

　ニフェスト(特別管理業者廃棄物管理票)A票」を受領し報告す

　提示し報告すること。

　ｲ)マニフェストA票及びB2、D票、E票の写し

　　の写し

　ｱ)建築廃材の取引業者及び最終処理業者の地方自治体認定書

引き渡し発生材○

○有 処理方法

○再利用

建設廃材の最終処理(又は地方自治体の受付)終了後「マニフェ

完成引継保存資料に下記資料を綴り提出すること。

　ストB2、D票、E票」を収集･運搬業者から受領し工事監理者に

建設廃材を収集･運搬業者に引渡した時にその業者から「マ

再資源化○

(6)家電リサイクル

●

●

●

工事の記録

整理品

(8)撤去品の一部にPCB(ポリ塩化ビフェニール)が含まれている場合は、

(11)完成引継保存図書に下記資料を綴り提出すること。

(12)建物撤去工事において、フロン回収が発生する場合は、法令に基づき

細目 数量単位呼称細分

撤去内訳書

整理品売却調書

整理品売却調書に示す整理品は、請負者が買い取る。整理品は、撤去後

　 処理を行うこと。

　 工事着工時に、返納日時をNTT-F広島事業部O&M担当と調整し、返納

(9)フロン回収を行う場合は、工事監理者に「フロン回収行程管理票

　 (委託確認書)」を提出し、A票 廃棄等実施者(甲)欄の記入を依頼

　 すること。

(10)フロンの最終処理終了後、「フロン回収工程管理票(委託確認書

を提出すること。

兼引取証明書)」E票を回収業者から受領し、工事監理者に写し

明確にした報告書を作成し、監理者に提出する。

ｱ)フロン回収引取業者の地方自治体認定書の写し

ｲ)フロン回収行程管理票(委託確認書等)A、C、E、F票の写し

「設置機器事前確認書」を作成し提出すること。

10.5.4

必要書類:○PCB使用物品送付書 ○PCB含有分析報告書

○返納場所:安古市安電話交換所倉庫

落下防止ネット  水平 　段

ネット朝顔は下記により設置し、第3者に対する安全に努める。

設置場所:西面に設置する。

○

○

○

○

○

地盤面以下を残しておく場合は、それらの種別･位置･大きさ･深さ等を

速やかに場外へ搬出する。また運搬･保管･返納等に要する費用は、

請負者または売却費に含む。

養生ネット  垂直･全面･一部  側

安全対策と

仮設追記

(7)ハロン容器等を廃棄の10日前までに所轄消防署経由、または直接特定

　 非営利活動法人消防環境ネットワークへ連絡する。

　 (TEL 03-5404-2180)

を使用する。

撤去時に際し、安全確保のため「キーロック方式安全ロープ」

落下防止ネット及び養生ネットは下記による。

○

○

〇



建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号
1

号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1 2024年 6月 24日

金　晋瑛
特記仕様書-5 C-05

山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

特 記 事 項章特 記 事 項章 項  目番号項  目番号 項  目 特 記 事 項番号章 特 記 事 項項  目番号章

公共建築工事標準仕様書 公共建築工事標準仕様書 公共建築工事標準仕様書

７
章

鉄
骨
工
事

・
押
出
成
形
型
セ
メ
ン
ト
板
工
事

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
・
Ａ
Ｌ
Ｃ
パ
ネ
ル

○8.5.2

○8.5.4

●8.4.4

8
章 ●8.4.2

５節　　押出成形セメント板（ＥＣＰ）

材料

間仕切壁

パネル工法

(ａ)間仕切パネル工法の種別は下記による。

〇Ｂ種　　〇Ｃ種

(ａ)パネルの使用箇所は設計図により、種類、厚さ等は下記による。

○耐火性能：〇有　(耐火　　時間)　　〇無

○幅　　　：　　　mm

○厚さ　　：　　　mm

○種類　　：●Ｆ　　〇ＦＲ　　〇Ｄ　　〇ＤＲ

間仕切壁

パネル構法

〇Ｄ種 (横壁アンカー構法)

〇Ｅ種 (縦壁フットプレート構法)

(ａ)パネルの取付け構法種別は下記による。

●Ｃ種 (縦壁ロッキング構法)

●耐火性能：●有　(耐火　　時間)　　〇無

●種類　　：●Ｆ　　〇ＦＲ　　〇Ｄ　　〇ＤＲ

●幅　　　：　　　　mm６００

１

４節　　ＡＬＣパネル

材料 (ａ)パネルの使用箇所は設計図により、種類、厚さ等は下記による。

28
章

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
工
事

●28.1.1.1

１節　　一般事項

適用範囲 この章は、エレベーター工事における、国交省告示第1047号に規定される

「エレベーターの地震その他の振動に対する構造耐力上の安全を確かめる

ための構造計算の基準を定める件」、同告示第1048号「地震その他の振動

件」に関連する事項に適用する。

によってエレベーターの釣合おもりが脱落するおそれがない構造を定める

●厚さ　　：　　　　mm１２５

公共建築工事標準仕様書

●28.1.1.2 基本要求品質 （a）国交省告示第1047号、第1048号に規定される構造計算の方法、構造

的な必要性能は、構造概要書に示す「非構造部材の構造的な必要性能」に

よる。

（ｂ）ここに特記する事項以外は、関連各章・各項の該当事項による。

●28.1.1.3 材料

　　※化粧シート：3M「ダイノックシート」

　　　　　　　　：サンゲツ「リアテック」程度

● 各階EVホールの三方枠・扉は化粧シート貼のこと。

【追記】

【追記】

【追加】

【追加】

【追加】 

【追加】

【追加】

【追記】 

【追記】 

【追加】

【追記】

【追加】

【置換】

【追記】

【置換】 

【追加】 

1節 一般事項          

○

スタッドコネクタ検査要領書 ○

○

○

○

高力ボルト施工要領書 

製品検査要領書 

超音波検査要領書(工場溶接) 

超音波検査要領書(現場溶接) 

○

工場製作要領書 ○

○

＊

＊

＊

＊

＊

＊溶接工技量付加試験要領書 

＊

●

工程表 

施工計画書 

＊現場溶接施工要領書 

＊スタッドコネクタ施工要領書 

適用範囲 

基本要求品質

●7.1.1 

●7.1.2 材料の品質確認については、原則、建築鉄骨品質管理機構「建築構造用

鋼材の品質証明ガイドライン(2009)」に基づき行う。ただし、当該ガイド

ラインに準ずる管理方法として、監理者の承諾を得た管理を行う場合は

この限りではない。

施工者は工事着手前に下記の書類を作成し監理者の承諾を得る。なお、

受入れ検査方法等を定める。 

施工計画書等には協力業者に委託する業務も含めて記述し、品質管理、

鉄骨製作工場●7.1.3 (1)鉄骨製作工場は、下記による。 

否 ○＊要

 施工管理技術者の要否は、下記による。 

Jグレード以上○

し認可を受けた機関の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める 

 建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関と

 として国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

 で、施工実績と加工能力を考慮し監理者が承諾する鉄骨製作工場とする。 

7.1.4

7.2.1 

●

●

2節 材料          

(1)鉄骨製作工場における施工管理技術者の配置は、下記による。

○否 ＊要

鉄骨製作工場

における施工

管理技術者

鋼材 鋼材の材質、形状及び寸法は、構造図による。 

 形鋼についてはラベルの写しを添付する。 

(1)鋼材の規格証明書には、板材については製品番号を記入した切板伝票、

 表を可申請書を提出して監理者の承諾を得る。 

(5)製品全般について社内検査(溶接部検査を含む)を実施し、製品検査記録

7.2.3 

7.2.2 ●

●

(1)高力ボルトの適用は、下記による。 

構造図による

溶融亜鉛めっき高力ボルト 

○JIS形高力ボルト

(2)(ｱ)高力ボルトの径は、構造図による。 

○

＊トルシア形高力ボルト●

高力ボルト 

普通ボルト (2)(ｱ)ねじの呼びは、構造図による。 

7.2.5 ●

)有(○＊無

(3)標仕(7.2.5(1)(2))以外の溶接材料の有無 溶接材料 

7.3.2 ●

3節 工作一般          

検査対象、および検査方法は監理者と協議の上決定する。 

(2)現寸検査の要否は、下記による。 

○要 否●

工作図 

工作図 

 ゲージ等は、構造図による。 

(1)高力ボルト、普通ボルト及びアンカーボルトの縁端距離、ボルト間隔、

 工作図を作成する。 

(3)既存躯体との取り合いがある場合は、監理者と協議の上、実測の後

(4)「溶接基準図」「継手基準図」「仮設基準図」を他の工作図に先立っ

て作成し、設計仕様と異なる部分については、監理者の承諾を得る

こと。 

JASS6の付則6は「鉄骨精度測定指針2018年(日本建築学会)」に読み替える。

○

7.3.5 ● 切断及び曲げ

加工 

7.3.10 ●

(2)常温加工での内側曲げ半径は、建設省告示第2464号による。 

(1)仮組の要否は、下記による。 

○要(仮組の範囲:     ) 否●

 同一部材から切断加工された鋼材を使用する。 

(3)現場溶接により接合される冷間角型鋼管の上下の部材は、原則として

また、記載のない下記部位については、監理者と協議の上、管理値を決定

する。

仮組 

●7.3.3 製作精度 

・書類検査

・対物検査

(1)

○

書類検査2

対物検査2

＊書類検査1

(ｳ)溶接部の内部欠陥の検査は、7.6.11による。 

＊

○

○対物検査1

7.4.2 ●

7.6.12 

7.8.2 

 5章「部材精度の受入検査方法」に従い下記項目とする。 

(ｱ)部材精度の受入検査は、(社)日本建築学会「鉄骨精度測定指針」

ある部位は、下記とする。 

また、全数記録が必要な7項目以外に、全数記録を残す必要が

 に定める管理許容差による。 

(ｲ)溶接部の表面欠陥の合否の判定は、JASS6「鉄骨精度検査基準」

7.3.12 ● 製品検査 

4節 高力ボルト接合          

6節 溶接接合          

○否

○実験により一次締めを含めて施工条件を決定する ○120° 

＊要

(1)開先の形状は、構造図による。 

(1)(ｱ)溶接部の外観試験は下記による。

摩擦面の性能

及び処理 

締付け施工法

の確認 

締付け 

適用範囲 

溶接の準備 

溶接部の試験

7.6.3 

7.6.1 

7.4.7 

7.4.5 ●

●

●

●

7.6.4 ●

●

(1)摩擦面の処理は、原則として自然発錆もしくはブラスト処理とする。

 薬剤処理による場合は、グラインダー･ブラスト等により黒皮を除去

 した後の発錆を促進させることとし、黒皮のまま塗布して発生させる

 ことは原則認めないこととする。その他、使用する製品の仕様･塗布

 方法などについては「鉄骨工事技術指針･工場製作編(2018)日本建築

・すべり係数試験

・すべり耐力試験

要 否

○要 否

○

(3)すべり試験の要否は、下記による。 

●

●

 学会」4.10.3に準拠した施工要領書を提出し、監理者と協議するもの

 とする。 

(社)日本建築学会「高力ボルト接合設計施工ガイドブック」による。 

試験の方法、試験片の摩擦面の状態は、7.4.2(1)と同等とし、

(3)トルシア形高力ボルトの導入張力確認試験の要否は下記による。 

試験の方法は、(社)日本建築学会「鉄骨工事技術指針･工事現場施工編」

ロール法を用いる場合は監理者と協議する。 

(7)(ｲ)JIS形高力ボルトの締付けは、ナット回転法による。トルクコント

下記による。 

ボルトの長さがねじの呼び径の5倍を超える場合のナット回転量は、

施工計画書にはパス間温度及び入熱量の管理方法を記載し、監理者の

承諾を得る。 

技能資格者 

溶接作業を行う (1)溶接作業者はJIS Z 3801、JIS Z 3841に従った試験による有資格者

とする。

(a)「鉄骨造の継手又は仕口の構造方法を定める件」(平成12年5月

(b)JASS 6 付則6[鉄骨精度検査基準]の付表3「溶接」に関する試験

 方法等は下記による。

(ｲ)完全溶込み溶接部の超音波探傷試験の要否は、下記による。 

○

○

○否＊要

  31日建設省告示第1464号)第二号に関する試験の試験方法等は

下記による。

○適用しない 

(a)試験の規準は(社)日本建築学会「鋼構造建築溶接部の超音波探

 傷検査規準」により、同規準「付則2」の適用は下記による。 

適用箇所(＊固形エンドタブを用いた大梁端部フランジ部全て)

＊適用する 

○ )  (

水準 

(b)② 適用するAOQLは、下記による。 

2.5%

 ③ 検査水準は、下記による。 

○

○第

 ⑧ 社内検査はすべての完全溶込み溶接部を対象とする。 

＊第6水準

＊4.0%

から外れる溶接部の試験方法等は監理者と協議する。 

ただし、大梁端部拡幅工法などにより梁端のヒンジ領域

耐火被覆の接着する面以外で塗装しない範囲は下記による。

(1)耐火被覆材の接着する面の塗装範囲は下記による。

○

○

○標仕 7.8.2(1)(ｱ)～(ｵ)に加え、次の部分         

＊標仕 7.8.2(1)(ｱ)～(ｵ) 

塗装の範囲 ●



建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

Ｄ-01工事概要表・配置図･案内図･記号･略号

広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号

（Ａ３） 1

号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1 2024年 6月 24日

金　晋瑛

800

山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

シージングせっこうボード

化粧せっこうボード

GB-S

GB-D

GB-R

改

移

AG

AW

SD

SF

SG

SW

SSD

SSF

SSG

SSW

WF

WW

WD

LSD

SFD

SFD

SFD

SP

SG

SS

LS

塗

AT

電

カ

自

非

ボ

H

F

S

F

G

片塗

シ

AD

ACW

<     ><    >

（     ）

（    ）（   ）

A

E

P

T

D

日本農林規格

日本工業規格

優良住宅部品（公共用を含む）

適用図書：国交省標準詳細図

@

r

φ

○○ｔ

Ｌ＝○○

Ｈ＝○○

Ｗ＝○○

寸法線（計り出し）

寸法線（わりこみ）

寸法線（呼　　び）

半径寸法線

主基準線

補助基準線

臨時ベンチマーク

主基準レベル

ベンチマーク

直　　　径

長　　　さ

高　　　さ

厚　　　さ

半　　　径

間　　　隔

幅

通信用ケーブルシャフト

電気配線室

パイプスペース

ダクトスペース

エレベーターシャフト

空調設備用

電気設備用

衛生設備用

通信ケーブル用開口（遮へい）

通信電力用開口（電力放電孔）

別途工事

当該設計図における呼び出し記号

既設部分及び機略寸法

すみ肉溶接

フレアレ形，　フレアＫ形

現場溶接

全周溶接

全周現場溶接

防水モルタル塗り

鉄筋コンクリート

軽量コンクリート

軽量鉄骨下地

ステンレス鋼

ヘアーライン仕上げ

モルタル塗り

軽量気泡コンクリートパネル

コンクリートブロック

オイルステイン塗り

２液形ポリウレタンエナメル塗り

塗料１種塗り

合成樹脂系エマルション

クリヤーラッカー塗り

コンクリート打放し仕上Ａ種

コンクリート打放し仕上Ｂ種

コンクリート打放し仕上Ｃ種打放しＣ

打放しＡ

打放しＢ フォームポリスチレン保温材

岩綿吸音板張り

ガラスクロス張り

グラスウール張り

縦型ブラインド

ロールブラインド

カーテン

ベネシャンブラインド

カーテンレール

ベネシャンブラインドボックス

ビニル床タイル張り 鉄骨鉄筋コンクリート

躯体以外の軽量コンクリート

無筋コンクリート及び構造

及び鉄筋コンクリート

軽量コンクリート

ブロック壁

ＡＬＣ壁

可動間仕切り（片面）

可動間仕切り（両面）

軽量鉄骨間仕切壁

Ｔ

[    B - P B - L M F ]岩綿

仕上材略号

下地材（捨張り材）略号

下地材略号[ V T - M ]

下地材略号

仕上材略号

新規仕上材略号

[ ( V T ) - M ](   )

将来想定される仕上材略号

下地材略号

[ ( V T - M ) ]

[ V T - ( M ) ]

既存下地材略号

将来想定される仕上材略号

将来想定される下地材略号

ＷｘＬ

Ｈ

(    　  )

ＷｘＬ　巾ｘ長さ

１）仕上・下地共施工する場合

仕上・下地材の略号を［　　－　　］内に記入する。

２）下地まで施工するが参考までに将来の仕上を示す場合

５）壁開口記号と種別

４）既存下地があり、その上に仕上のみ施工する場合

３）参考までに将来の下地、仕上を示す場合

Ｈ　Ｚｎ＋開口上端までの高さ

Ｔ　通信用壁開口（一般表示記号参照）

J A S

B   L

J I S

<A-123-4-S>

T B M

Z

B   M

0

E P S

D   S

P   S

C   S

E L S

O   S

O S W

E  P

E P - G

C   L

M

防　　Ｍ

S U S

H   L

A L C

L G S

L   C

R   C

C   B

２　－　Ｕ　Ｅ

S O P

V   T

F   S

P F　板

Ｇ　　　Ｗ

Ｇ   Ｃ

Ｃ　ａ　Ｂ

T   B

R   B

V   B

V B.B

C . R

岩　綿　Ｂ

合成樹脂調合ペイント（２種）塗り

つや有合成樹脂エマルションペイント塗り

オイルステインクリヤーワックス仕上げ

アルミニウム製窓

鋼　製　扉

鋼　製　枠

鋼製ガラリ

鋼　製　窓

ステンレス鋼製扉

ステンレス鋼製枠

ステンレス鋼製ガラリ

ステンレス鋼製窓

木製窓・障子

木製扉・フスマ

木　製　枠

移設建具

改修建具

撤去建具鋼製軽量扉

鋼製ガラリ（ヒューズ付）

防火扉（煙感知器連動）

機械室内鋼製間仕切り

< G - 5 5 1 - S >

ガラリ付

防火扉（ヒューズ付）

防火扉（ハロン連動）

軽量シャッター

重量シャッター

電気式カードリーダー錠付

自動錠付

非常錠付

電気式可変押しボタン錠付

電気錠付

両面塗装替建具

エアータイト建具

片面塗装替建具

シーリング

C

シ　替

２　－　Ｆ　Ｕ　Ｅ 常温乾燥形フッ素樹脂エナメル塗り

撤去範囲を示す

仕上見切を示す

塗装替及び張替を示す

室名札新設

室名札撤去

替

ビニル床シート

ビニルクロス張り

タイルカーペット

塗膜防水

角タイル張り

モザイクタイル張り

リノリウム敷き

V   S

V   C

T   C

角Ｔ

塗　　防

Ｍ　　　Ｔ

Ｌ　　　Ｍ

Ｄ　Ｐ 耐候性塗料塗り

シーリング詰替

シーリング詰替建具

アルミニウム製ガラリ

アルミニウム製扉

アルミニウム製カーテンウォール

（縮尺1/50，1／100，1／200程度の場合）

全周・現場

溶接記号

A

B
A,Bは溶接記号の記載位置

(溶接する側が矢の反対側の

場合はAに、他の場合はBに

記載する。)

せっこうボード

無石綿フレキシブル板張り

珪酸カルシウム板張り

仕 上 記 号 ・ 略 号 の 表 示 方 法

工事概要表 一般表示記号 材料構造表示記号

溶接記号

記載方法

案内図　Non　Scale 建具関連表示記号

仕上記号・略号

配置図　1/800

アリーナ棟

（交流広場）

（タワー棟）

（高層棟）

アリーナ棟

配置図　1／800

：工事対象建物を示す

上記に伴う建物及び設備関連工事

1 ～ 5 階 昇降機（ 6 号機）設備更改
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0
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AＹ4

AＹ3

AＹ2

Ｙ5

Ｙ8

Ｙ6

Ｙ4

Ｙ1

Ｙ2

Ｙ3

Ｙ7

Ｙ6

Ｙ5

Ｙ7

PＹ7

PＹ6

PＹ5

PＹ4

PＹ3

PＹ2

Ｙ8

Ｙ1

Ｘ1 AＸ2 Ｘ2 Ｘ3 Ｘ4 Ｘ5 Ｘ6 Ｘ7 Ｘ8 Ｘ11 Ｘ12 Ｘ13 Ｘ14 Ｘ15 Ｘ16Ｘ9 Ｘ10

AＸ9

工事場所：山口県下関市豊前田町三丁目３-１



建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

（Ａ３） 1広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号

Ｄ-02

400

1・2・3階平面図号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1 2024年 6月 24日

金　晋瑛
山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

ＤＮ

Ａ３

Ａ２302控室

階段室

Ａ２

ES

304控室

303控室301控室

アラーム弁室

ＥＶ．Ｓ

Ａ２

ホール
ＥＶ

階段室

湯沸室

PS

女子
便所男子

便所

廊下

PS

更衣室3B

洗面
ｺ-ﾅ-
Ａ２

PS

便所Ａ２

Ａ１
ＥＶ．Ｓ便所Ａ１

PS

洗面ｺ-ﾅ-Ａ１

ボイラ－室

更衣室3A
シャワー室Ａ２

シャワー室Ａ１階段室

Ａ１

排煙機械室

Ａ１

展示場天井裏

展示場上部

DSDS

スライディングウォール収納スペース
PS

PS

EPS

倉庫
ＡＣＭＲ

Ａ１

Ａ１
階段室

Ａ１

予備室廊下

ＥＶホール
Ａ２

階段室
Ａ２

ＥＶ．Ｓ

ES

ＥＶ．Ｓ
Ａ２

アラーム弁室

通路Ｈ５

多目的便所

倉庫

Ｈ１

101控室

Ａ１

掃除用具入

102控室

男子便所　

女子便所　

アラーム弁室

通路Ｈ１

PS

ＰＳ

DS

Ａ１

展示場

作業要員便所

展示場

ＥＶ．Ｓ
Ａ２

階段室
Ａ２

A２

電気室
Ａ１

調整室
Ａ１

湯沸室
Ａ１

PS

プラザ１

通路Ｈ３

湯沸室

Ｈ２

倉庫

女子便所Ｈ１男子便所Ｈ１

DS

前室Ｈ１

PS

階段室
Ａ１

倉庫

Ａ１

ＥＶ．Ｓ

機械室
Ａ１

ＥＶ

ＥＶ
 ホール
Ａ１ トラックヤード

ホール
ＥＶ

Ａ２

ES

AD

倉庫

PS
PS

廊下

ゴミ処理室

SS

インフォメーションセンター

１階_平面図　1／400

３階_平面図　1／400

２階_平面図　1／400

凡例

：昇降機更改対象を示す
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建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

（Ａ３） 1広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号

400

Ｄ-034・5階平面図号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1 2024年 6月 24日

金　晋瑛
山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

イベントホール上部

観覧席

固定いす

DS

通路

階段室
Ａ１

ＡＣＭＲ
Ａ１

電気室
Ａ１

（(大型 ＴＶシステム)）

ＡＣＭＲ
Ａ２

屋外階段
Ａ１

DS

固定いす

観覧席

DS

観覧席

固定いす

調整室A1

階段室A4

PS

階段室A5

PS

電話台
公衆

ES

アラーム室

DS

ＥＶホール
Ａ２

ＥＶ．Ｓ
Ａ２

階段室
Ａ６

階段室
Ａ２屋根Ａ５

SS

SS

放水銃置場

ＤＳ Ａ１

イベントホール

器具庫

Ａ２

ＡＤ

男子便所 Ａ１

PS

PS

PS

アラーム弁室

ES

エントランス

ホール

Ａ１

ES

収納庫 Ａ１

（可動ステージ収納用）

スライディングウォール

屋外階段
Ａ１

ＥＶホール
Ａ２

TEL台
ＥＶ．Ｓ

Ａ２

階段室

Ａ２
階段室

Ａ３

スライディングウォール

（ロールバック式椅子収納用）

収納庫Ａ２

階段室
Ａ４

女子便所Ａ１

ＥＶホール

Ａ１ＥＶ．Ｓ

Ａ１

ＡＤ

主催者
控室

倉庫Ａ１

階段室

Ａ１

器具庫
Ａ１

PS

多目的便所 Ａ２

多目的便所Ａ１

Ａ１

風除室

庇Ａ１

５階_平面図　1／400

４階_平面図　1／400
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建築
株式会社　ＮＴＴファシリティーズ

一級建築士事務所　中国支店

工事名 図面名

縮尺 年月日

図面番号 区分

（Ａ３） 1広島県知事登録２２（１）第　２４０４号

特記担当

管理番号

400

号　　一級建築士登録　第号　　一級建築士登録　第 ３０９５０５ 高木　勝彦

号　　一級建築士登録　第

３５００５３ 井上　亮太

３５１９９８ 中村　達哉 4JS-12-ODX-1

金　晋瑛
山口県国際総合センター6号エレベーター改修工事

Ｄ-12エレベーター防犯カメラ配線ルート図

2024年 7月 25日

１階_平面図　1／400

エントランスホ－ルＨ１

総合受付

通路Ｈ５

屋外階段Ｈ１

多目的便所

倉庫

Ｈ１

1 0 1控室

Ａ１

掃除用具入

1 0 2控室

男子便所　

女子便所　

ガバナ－室

歩道帯

倉庫Ｐ３

アラーム弁室

H 1

通路Ｈ１

P S

ＰＳ

D S

Ａ１

展示場

作業要員便所

展示場

階段室
Ａ２

A２

電気室
Ａ１

調整室
Ａ１

湯沸室
Ａ１

P S

Ｚ１±０

D S

D S

D S

D S

D S

P S

車寄せ

駐車場（３８台） 階段室Ｐ１

資材搬入口

E V S

倉庫

ＥＶ
ホール

階段室
ＰＳ

倉庫Ｐ１
スロ－プ

風除室H 1

エスカレーター

自動販売機
置場

ＡＣＭＲ
ＥＶホール H 1

ＥＶＳ

ＰＳ

C H D S

プラザ１

階段室Ｈ１ インフォメーションセンター
ＡＴＭ

ＡＣＭＲ
H 2

エントランスホ－ルＨ２

風除室Ｈ２

公衆電話台

防災センタ－
中央監視室

通路
Ｈ４

H 2

ＥＶ

ＥＶＳ
Ｈ２

P S

H 2
メール室

メール室H 1

（５０台）
ＴＰ

階段室Ｈ３

風除室Ｈ３

歩道帯
通路Ｈ３

湯沸室

Ｈ２

倉庫
女子便所Ｈ１男子便所Ｈ１

D S

前室Ｈ１

事務室

P S

階段室
Ａ１

倉庫
Ａ１

ＥＶ．Ｓ

機械室
Ａ１

ＥＶ

ＥＶ
 ホール
Ａ１ トラックヤード

ホール
ＥＶ

Ａ２

E S

A D

倉庫

P S
P S

廊下

ゴミ処理室

設備機械室
Ｐ１

設備機械室
Ｐ２

倉庫Ｐ２

駐車場管理室

電気室

D S

授乳室 ホ－ル

S S S S S S S S S S S S

S S

S S

S S

Ｔ１

１階平面図

ＥＶ．Ｓ
Ａ２

※予定配線ルート
ケーブル1本（5C-FB、電源・信号兼用）

※配線施工に関し、防火区画の貫通は適切に処理のこと

映像架まで配線のこと



（

円 円 円

部員 設 計 者理事長 常務理事 事務局長 副部長 総　務　部　員

決　
　　
裁

執 行 方 法

施 工 年 度

工 事 名

下関市豊前田町三丁目３番１号

令 和

請　　　負

備　　　　　　考
（消費税を含む）

工　事　起　工（変更）　設　計　書
　

年 度令 和 6

山口県国際総合センター６号エレベーター改修工事

予 定 工 期

工 事 場 所

予　　算　　額
（消費税を含む）

まで月

地方自冶法施行令第１６７条の２第１項第１号

年日

日間）

年 日月

請　　負　　額

変更（第　回）

変更（第　回）

指 示 事 項

起 工

から令 和

一般競争入札

随　意　契　約

地方自冶法施行令第１６７条の６

設　　計　　額



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

昇降機工事 式 1 内訳明細表１号

建築工事 式 1 内訳明細表２号

設備工事 式 1 内訳明細表６号

直接工事費　計

うち処分費

共通仮設費 積み上げ分 式 1 内訳明細表１２号

共通仮設費 率 式 1

共通仮設費　計

純工事費

現場管理費 式 1

工　事　費　工　種　別　内　訳　書

摘　　要
数量 数量

工　　　種 種　　　別 形状寸法

山口県国際総合センター６号エレベーター改修工事

単位
起工・元 変更（第　回）



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

工事原価

一般管理費 式 1

工事価格

消費税

合計

起工・元
摘　　要

数量 数量
工　　　種 種　　　別 形状寸法 単位

変更（第　回）



昇降機工事

単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

人荷用エレベーター

昇降機新設 積載量1,600kg 式 1

停止5箇所

昇降機撤去 式 1

撤去機器処分費 式 1

昇降機工事　計

監視カメラ、電源部及び
配線工事含む

形状寸法

内　訳　明　細　表
第１号

工　　　種 種　　　別 単位
起工・元 変更（第　回）

摘　　要
数量 数量



建築工事

単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

直接仮設 式 1 内訳明細表3号

鉄骨工事 式 1 内訳明細表4号

外装改修 式 1 内訳明細表5号

建築工事　計

内　訳　明　細　表
第２号

工　　　種 種　　　別 形状寸法 単位
起工・元 変更（第　回）

摘　　要
数量 数量



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

直接仮設 床養生 ｼｰﾄ+ﾍﾞﾆｱ ｍ2 69.7

整理清掃後片付け ｍ2 69.7

内部足場 エレベーター昇降路 ｍ2 176

2か月

機械室外周

枠組足場 ｍ2 68.9

2か月

機械室機器搬出用

ステージ組 ｍ2 68.9

2か月

直接仮設　計

内　訳　明　細　表
第３号

工　　　種 種　　　別 形状寸法 単位
起工・元 変更（第　回）

摘　　要
数量 数量



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

鉄骨工事 鋼材費　 [-125x65x6 ｋｇ 268

鋼材費　 L-200ｘ90ｘ9/14 ｋｇ 120

鋼材費　 L-65ｘ65ｘ6 ｋｇ 119

鋼材費　 PL-12 ｋｇ 110

鋼材費　 HTB　M-16 ｋｇ 26

鋼材費　 ﾌﾞﾚｰｽ　M-16　TB付 本 8

現地調査 回 1

作図、錆止め共

工場加工費 5674　赤色　１回 か所 1

運搬費 回 1

内　訳　明　細　表
第４号

工　　　種 種　　　別 形状寸法 単位
起工・元

摘　　要
数量 数量

変更（第　回）



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

現場工事　

墨出し、取合い孔あけ 80か所 か所 1

取り込み、巻き上げ、

組立、本締め か所 1

機器リース費、消耗品費 か所 1

専門業者経費 式 1

1ｾｯﾄｘ2回

（耐火被覆） 耐火被覆撤去・復旧 （ｼｬﾌﾄ内及び機械室内） 回 2

材工共

鉄骨工事　計

内　訳　明　細　表
第４号

工　　　種 種　　　別 形状寸法 単位
起工・元 変更（第　回）

摘　　要
数量 数量



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

機械室 外装ALC版取外し･復旧

外装改修 壁一部撤去、補修・仕上げ H3000ｘW600ｘ3枚､ 式 1

外装ｻｲﾃﾞｲﾝｸﾞ・下地取外し復旧

外装改修　計

内　訳　明　細　表
第５号

種　　　別 形状寸法 単位
起工・元 変更（第　回）

摘　　要
数量 数量

工　　　種



設備工事

単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

電気設備 式 1 内訳明細表7号

空調設備 式 1 内訳明細表10号

設備工事　計

種　　　別 形状寸法 単位
起工・元 変更（第　回）

摘　　要
数量 数量

内　訳　明　細　表
第６号

工　　　種



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

電気設備 動力幹線設備工事 式 1 内訳明細表8号

動力設備工事 式 1 内訳明細表9号

電気設備　計

数量

内　訳　明　細　表
第７号

工　　　種 種　　　別 形状寸法 単位
起工・元 変更（第　回）

摘　　要
数量



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

動力幹線設備工事 既設動力盤 撤去復旧 面 1

工費 式 1

養生・簡易清掃費 式 1

仮設足場費 立ち馬他 式 1

交通運搬費 式 1

専門業者経費 式 1

動力幹線設備工事　計

変更（第　回）

内　訳　明　細　表
第８号

工　　　種 種　　　別 摘　　要
数量

形状寸法 単位
起工・元

数量



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

動力設備工事 ＣＶケーブル 3.5mm2 -4C ｍ 7

撤去復旧

鋼製電線管 ねじ無し(EP) 25mm ｍ 5

撤去復旧

工費 式 1

養生・簡易清掃費 式 1

仮設足場費 立ち馬他 式 1

交通運搬費 式 1

専門業者経費 式 1

動力設備工事　計

工　　　種 種　　　別 形状寸法

内　訳　明　細　表

変更（第　回）

第９号

摘　　要
数量 数量

起工・元
単位



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

空調設備 ダクト設備工事 式 1 内訳明細表11号

空調設備　計

摘　　要
数量 数量

工　　　種 種　　　別 形状寸法 単位
起工・元 変更（第　回）

内　訳　明　細　表
第１０号



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

ダクト設備工事 既設ファン 撤去復旧 台 1

既設ダクト 撤去復旧 ｍ2 5

消耗品雑材料 式 1

既設ファン撤去・復旧費 式 1

既設ダクト撤去・復旧費 式 1

ガラリ部仮養生費 材工共 式 1

試験調整費 式 1

塗装 式 1

撤去部材養生 材工共 式 1

摘　　要
数量

工　　　種 種　　　別 形状寸法

内　訳　明　細　表
第1１号

単位
起工・元 変更（第　回）

数量



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

養生・簡易清掃費 式 1

仮設足場費 立ち馬他 式 1

交通運搬費 式 1

専門業者経費 式 1

ダクト設備工事　計

第1１号

工　　　種 種　　　別
変更（第　回）

摘　　要形状寸法 単位
起工・元

数量 数量

内　訳　明　細　表



単価（円） 金額（円） 単価（円） 金額（円）

共通仮設費 積み上げ分

誘導警備員 荷揚げ時 人 10

荷揚げ費 25tﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 回 5

共通仮設費　計 積み上げ分

数量
工　　　種

数量
単位

起工・元
種　　　別 形状寸法

変更（第　回）
摘　　要

内　訳　明　細　表
第1２号


